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就職氷河期世代支援の推進に向けた意見 

 

令和元年１１月２６日 

全国中小企業団体中央会 

会 長   森   洋 

 

 中小企業の現下の最大の経営課題は、人手不足です。新卒者は、なかなか中小企業に

来ていただけず、中途採用を主な手段とせざるを得ない状況です。そうした中で、この

たびの政府の取組みにより、掘り起こされ、かつ教育訓練を受けた「就職氷河期世代」

の人材が世の中に出てこられることについては、中小企業にとってチャンスであり、採

用意欲ある中小企業に対し大いに推奨してまいります。 

そのためには、様々な事情を抱える対象者について、まず県域という単位より、中小

企業の立地する市町村やハローワーク単位で、採用可能な対象者がどの程度いるのか、

実数をお示し頂くことが必要です。そのうえで、中小企業の採用ルートとして大きな役

割を果たしているハローワークのマッチング機能を強化・充実していただきたいと考え

ています。 

また、例えば、市役所などに相当な応募者が集まっているようですが、最終選考の過

程で不採用になった方々を採用するために、優先採用的な優遇付与制度があれば、採用

する事業者側にも人材を見つけやすくなるなどメリットがありますので、ご検討いただ

きますようお願い申し上げます。 

さらに地域で働く異業種の人々が共に支えあい、文化活動や自立・就労・雇用などに

新しい事業の枠を拡げ、医療・福祉、教育、農林業、コミュニティビジネスを担う地域

社会のネットワークグループを、組織化していくことも有効です。 

 その中心的なプレーヤーは、ＮＰＯ法人がありますが、地域の社会的課題に対応する

ため、中小企業組合も大いに活用できるのではないかと考えています。 

 例えば、千葉県市川市にＷｅ ｎｅｅｄ（ウイニード）という企業組合があります。

【別添】障害や引きこもりなど、何らかの生きづらさを抱えた方を働き手に迎え、その

社会進出を促すと同時に、働く場を確保するという中小企業の組合です。 

さらに、繊維業や陶磁器等の地場産業組合などでは、後継者育成のための養成機関を

併設しているところもございます。 

 全国中小企業団体中央会としても、教育訓練や再教育を受けた「就職氷河期世代」の

活用について、都道府県中央会や全国の中小企業組合に対し、積極的な働きかけをして

いく所存であります。 
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